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【 売 上 高 】中国での日本製品不買の影響等を挽回しきれず減収

【営業利益】減収や原材料高騰等をコストダウンでカバーし増益

中国影響

売上高 営業利益
（単位：億円）

１０年度 １２年度１１年度

11,000

99%

+7

11,042 11,146

592

１０年度 １２年度１１年度

２０１２年度 業績見通し

620613

中国影響

※10年度・11年度いずれも12年度AP社ベース
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商品別売上高構成 （１２年度見通し） 4

■ エアコン・洗濯機・冷蔵庫などＢｔｏＣ事業が６０％

■ コールドチェーン・大型空調・コンプレッサなどＢｔｏＢ事業が４０％

ＢｔｏＣ事業 ： ６０％ＢｔｏＢ事業 ： ４０％

ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ社

ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ
8％

ｴｱｺﾝｺﾝﾌﾟﾚｯｻ
7％

ＢｔｏＢその他
14％

エアコン
18％

洗濯機
11％

冷蔵庫
10％

美容・健康
10％ＢｔｏＣその他

11％

モータ
6％

大型空調
5％
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２．２０１２年度 重点取り組み

３．事業ビジョン
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ＢｔｏＢ事業（設備・デバイス）の拡大

さらなる経営体質強化に向けた取り組み

ＢｔｏＣ事業（セット）のグローバル展開加速

２０１２年度 重点取り組み

ＢｔｏＢ事業（設備・デバイス）の拡大

さらなる経営体質強化に向けた取り組み

ＢｔｏＣ事業（セット）のグローバル展開加速

２０１２年度 重点取り組み
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中近東
アフリカ

美容・健康

日本

電子レンジ

アジア
大洋州

中国

エアコン

調理小物

ー掃除機

ー洗濯機

ー冷蔵庫

北米中南米
欧州
ＣＩＳ

8グローバルに商品展開、打って出る体制に

■ １２０以上の国と地域に約１,２００機種を展開

エアコン・冷蔵庫・洗濯機から美容・健康・調理まで幅広い品揃え

朝食シリーズ

9

■ 建屋は全拠点で完成。ブラジル出荷、インド量産開始

■ 冷蔵庫は既存工場の生産能力増強

■ 洗濯機は１３年４月量産に向け
新棟に設備導入開始

■ Ｒ＆Ｄセンター完成

現地密着商品の開発加速 【洗濯機工場／Ｒ＆Ｄ】【冷蔵庫工場】

ベトナム

ブラジル

■ 冷蔵庫：８月量産開始、９月出荷

・計画を上回る販売で推移

■ 洗濯機は１３年５月量産に向け

設備導入開始

【冷蔵庫組立てライン】【冷蔵庫・洗濯機工場】

■ エアコン・洗濯機とも計画より１ヶ月

前倒しで１２月量産開始

インド

【エアコン・洗濯機工場】【事務棟】

着実に進む新拠点立ち上げ
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ＢｔｏＢ事業（設備・デバイス）の拡大

さらなる経営体質強化に向けた取り組み

ＢｔｏＣ事業（セット）のグローバル展開加速

２０１２年度 重点取り組み

11大型空調グローバル成長に向けた基盤整備

■ 三洋との融合により、商品陣容（117→187機種）・商品・コスト力強化

■ 販売・サービス・供給体制構築でグローバルで闘える基盤整備

【売上高】

２０１２年度見通し 重点市場への取り組み

■景気低迷等による
欧州・中国の苦戦を
アジア等でカバー

11年度 12年度

101％

日
本

■業界初の電源自立型ＧＨＰ※1発売（６月）

■三洋ルート活用で増販への基盤整備

欧
州

■コールドチェーンと連携した店舗まるごと
提案でコンビニ等の需要増に対応

ア
ジ
ア

中
国

■商品力・コスト力強化のＶＲＦ※2発売 （９月）

■三洋ルート活用で販路拡充、増販へ
中国影響を極小化し、海外事業を牽引

■商品力・コスト力強化のＶＲＦ※2発売 （４月）

業界Ｎｏ.１の省エネ性能で差別化

■設備営業の増員（４割増）で専任体制強化

※1 GHP：Gas Heat Pump（ガスヒートポンプ） ※2 VRF：Variable Refrigerant Flow（ビル用マルチエアコン）
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12コールドチェーン事業の拡大

■ 不採算商品の撤退により（機種数：△１０％）、収益力改善

■ 三洋との融合で商品陣容強化、店舗まるごと提案体制の確立
成長市場である中国・アジアを中心に事業拡大を目指す

日
本

■環境対応商品の拡充で業界を牽引

・自然冷媒採用、インバータ化等

中
国

■大連の開・製・販・ｻｰﾋﾞｽ一貫体制強化

■異業種コラボで低温物流事業拡大

ア
ジ
ア

■１３年度以降の事業拡大に向け
タイ工場生産能力増強（12→15年度：約2倍）

・飲料ショーケース生産拡大
・スーパー・コンビニショーケース現地生産開始

■大型空調と連携した店舗まるごと提案
でコンビニ等の需要増に対応

■スーパー・コンビニ向け
ショーケース、自販機が
好調な日本が牽引

２０１２年度見通し

【売上高】

108％

重点市場への取り組み

11年度 12年度

燃料電池を核に環境・エネルギー事業強化 13

■ １０月に累計生産２万台達成、１２年度は１万台突破の見通し

■ ドイツ フィスマン社と提携、欧州進出に向けた基盤強化

【当社出荷台数推移】

（単位：台）

■ドイツに加えイギリスに開発拠点設立

■現地の使用環境に合った商品を開発、
早期の海外展開を目指す

【ドイツ ランゲン市】
（１１年７月設立）

【イギリス カーディフ市】
（１２年９月設立）

2,200
2,900

7,200

10,000

■トップシェア（５０％超）堅持の見通し※

■省エネ性能等の商品力強化と
補助金政策*連動により、成長加速

*10月26日閣議で緊急支援（251億円）が決定

海
外

日
本

09年度10年度11年度12年度

※ 出所：燃料電池普及促進協会の統計・データより当社推定

139％

重点市場の取り組み２０１２年度見通し
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ナノイー
デバイス

真空
断熱材

ガスメータ
デバイス

14

■ 収益力の高いデバイス群でＢｔｏＢ事業の収益力向上

【日本】トップシェア（８０％）※１ 堅持の見通し

【海外】アイトロン社への供給契約締結（１０月）、

欧州進出に向けた基盤強化
*アイトロン社：世界最大のメータメーカー （本社アメリカ）

【日本】トップシェア（４５％）※２ 堅持の見通し

【海外】１３年度以降の外販拡大に向け
タイ生産立上げ（１３年３月）、コスト力強化

【日本】自動車メーカー５社（３３車種に搭載済）、
エレベータ会社３社等、１３社に外販拡大

【海外】セットへのナノイー搭載加速
〔中 国〕 １０機種 （１１年） → １７機種 （１２年）

〔アジア〕 ７機種 （１１年） → １９機種 （１２年）

※１出所：日本ＬＰガス機器検査協会の統計データ及び顧客ヒアリング情報による当社推定 ※２出所：顧客ヒアリング情報による当社推定

【売上高】

11年度 12年度

102％

【売上高】

11年度 12年度

96％

【売上高】

11年度 12年度

116％

デバイス事業の強化

ＢｔｏＢ事業（設備・デバイス）の拡大

さらなる経営体質強化に向けた取り組み

ＢｔｏＣ事業（セット）のグローバル展開加速

２０１２年度 重点取り組み
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収益力向上に向けた取り組み 16

■ 工数３０％削減（１１年度→１３年度）を世界全４８製造拠点で推進

１２年度末までに２５拠点で１０％削減まで到達見通し

△８％
知恵を絞った"からくり"
で簡易自動化

自動化

△１５％
機能部品の集約による
部品点数削減

設計標準化

△３０％合計

△７％
ムダの徹底排除による
構内物流最短化

ワンフロア化

工数削減
（'11→'13）

取り組み切り口

〔静岡拠点〕 ななめドラム洗濯乾燥機の事例

＜取り組み （設計基点で製造工程を削減）＞

11年度 12年度 13年度

工場固定費・率

生産高

△３０％
工数

工数・生産高・工場固定費

～目指す姿～

資金創出にこだわった経営の徹底 17

■ キャッシュフロー改善に向けた取り組みを強化

11年度 12年度

【キャッシュフローの推移】

10年度

利益資金の創出

＋

運
転
資
金

投
資

資
産

■在庫削減 （在庫日数：前年比△２日）

・鮮度管理と基準在庫運用の徹底

■債権保全と回収促進

■支払いサイトの延長

■減価償却費内を基本として
設備投資を厳選

■戦略投資に絞り込み、
通常投資を抑制

■資産売却（土地、建物等）
■拠点集約、機能の

一元化・効率化

500

営業ＣＦ

フリー

ＣＦ

（単位：億円）

４０
億円

５０
億円

３０
億円

12年度
改善効果

※戦略投資：

・ブラジル・インド・ベトナム新拠点設立等

うち
戦略
投資

※

投資
ＣＦ

＊金型
含む
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１．２０１２年度 業績見通し

２．２０１２年度 重点取り組み

３．事業ビジョン

～２０１８年に目指す姿～

１．２０１２年度 業績見通し

２．２０１２年度 重点取り組み

３．事業ビジョン

～２０１８年に目指す姿～

目次

新興国事業の
拡大

２０１８年に目指す姿 19

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｃ

Ｂ
ｔ
ｏ
Ｂ

グローバルカンパニー
リージョナル
カンパニー

ＢｔｏＢ事業の
拡大

２０１０～２０１２

世界Ｎｏ.１への基盤作り
２０１３～２０１５

世界Ｎｏ.１への事業拡大

日本・中国・アジア・欧州の地盤強化

インド・ブラジル・ベトナムの現地事業拡大

大
型
空
調
・コ
ー
ル
ド
チ
ェ
ー
ン
拡
大

環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
強
化
（燃
料
電
池
等
）

〔２０１５〕

アプライアンス
グローバルＴＯＰ３

〔２０１８〕

アプライアンスＮｏ.１の
環境革新企業

〔２０１５〕

アプライアンス
グローバルＴＯＰ３

２０１６～２０１８

世界Ｎｏ.１への仕上げ

〔２０１２〕

事業拡大に向けた

基盤作り
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本プレゼンテーションには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述（forward-looking statements）」（米国1933年証券法第27条A
および米国1934年証券取引所法第21条Eに規定される意味を有する）に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける
記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述は、
現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスク
および不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性
およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、
経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレゼンテーションの
日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、米国
1934年証券取引所法に基づく今後の米国証券取引委員会への届出等において当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。
かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

●米国、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

●多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

●為替相場の変動 （特に円、米ドル、ユーロ、人民元、アジア諸国の各通貨ならびにパナソニックグループが事業を行っている地域の通貨
またはパナソニックグループの資産および負債が表記されている通貨）

●資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

●急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入する
パナソニックグループの能力

●他企業との提携またはM&A（パナソニック電工および三洋電機の完全子会社化後の事業再編を含む）で期待どおりの成果を上げられない
可能性

●パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向

●多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力

●製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

●第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

●諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）

●パナソニックグループが保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰延税金資産等
の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化

●地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性
のある要素

※営業利益（損失）は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しています。米国で一般に
公正妥当と認められた会計原則では、連結損益計算書においてその他の特定の費用（長期性資産の評価減や構造改革費用等）は
営業利益（損失）に含まれます。


